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第１章　我が国のインターネット利用の現状
（総務省編　「平成17年版　情報通信白書」から抜粋）

Ⅰ インターネットの利用

１．インターネット利用状況

１）インターネット利用者の増大

インターネット利用人口は7,948万人、人口普及率は62.3％となり、e-Japan戦略の始

まった前年（平成12年）末に比べ、利用人口は約3,200万人、人口普及率は25.2ポイン

ト増加している（図表１）。

２）ブロードバンド利用世帯の増大

インターネット利用世帯に占めるブロードバンド利用世帯は62.0％と、平成12年末に

比べ、55ポイント増と急速に拡大している（図表２）。
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図表１　インターネット利用人口及び人口普及率 

図表２　自宅におけるパソコンからのインターネット接続方法 

※１　上記のインターネット利用人口は、パソコン、携帯電話・PHS・携帯情報端末、ゲーム機・TV機器等のうち、１つ以上の機器から利用している６歳以上の者が対象 
※２　平成16年末の我が国の人口普及率（62.3％）は、本調査で推計したインターネット利用人口7,948万人を、平成16年10月の全人口推計値１億2,764万人（国立社会保障・人

口問題研究所『我が国の将来人口推計（中位推計）』で除したもの（全人口に対するインターネット利用人口の比率） 
※３　平成９～12年末までの数値は「情報通信白書（平成12年までは通信白書）」より抜粋。平成13～16年末の数値は、通信利用動向調査の推計値 
※４　推計においては、高齢者及び小中学生の利用増を踏まえ、対象年齢を年々拡げており、平成12年以前の推計結果については厳密に比較出来ない（平成11年末までは15～

69歳、平成12年末は15～79歳、平成13年末から６歳以上） 

※１　複数回答であり、上記以外の選択肢もあるため、各年の合計が100とは一致しないこともある 
※２　ブロードバンド回線：FTTH（平成13年から）、DSL、ケーブルインターネット、無線（FWA等）、第３世代携帯電話（平成16年のみ） 

（出典）総務省「通信利用動向調査」 
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３）端末別にみた個人のインターネット利用状況

端末別の利用者数について平成13年末と平成16年末を比較すると、携帯電話やPHS、

通信機能付きの携帯情報端末（携帯電話等）からの利用者数が2.3倍と大幅に伸びている。

また、パソコンのみからの利用者数が３割の減少となっているのに対し、パソコンと携帯

電話等の両端末からの利用者数は2.4倍と大幅に伸びている。パソコン単独での利用から、

パソコンと携帯電話等の両端末からの利用へと変化していることがわかる（図表３）。
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図表３　端末別にみた個人のインターネット利用者数・比率 

※ 【　】内は、3つの円の重なり部分の人数。（　）内は、6歳以上のインターネット利用者に占める割合。 
　　なお、端数処理のために、一部合計値が一致しない箇所がある 

（出典）総務省「通信利用動向調査」 
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４）企業のインターネット利用状況

企業のインターネット利用率は100％近くとなっており（図表１）、また、企業内通信

網の構築率は89.5％、企業間通信網の構築率は59.0％となっている（図表２）。

５）企業のホームページ開設及び接続端末配備状況

企業のホームページ開設率は平成13年末の69.9％から16年末は79.1％と9.2ポイント

増加し、インターネット等への接続端末を従業員1人に1台以上配置している割合は13年

末の26.2％から16年末は36.1％と9.9ポイント増加している（図表３）。

６）事業所におけるブロードバンド普及状況

事業所のブロードバンド普及率は、平成12年末の2.0％から16年末は49.6％と47.6ポ

イント増加している（図表４）。
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図表１　インターネット利用率 
（左：企業、右：事業所） 
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図表２　企業通信網の構築率 
（左：企業内通信網、右：企業間通信網） 
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図表４　事業所におけるブロードバンド普及率 
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２．ブロードバンド化の進展

１）ブロードバンドの普及

ブロードバンド契約数は1,866万契約（対前年36.5％増）と引き続き順調に拡大してい

る。料金水準も引き続き世界で最も安くなっている。（図表１、４）

２）FTTHへの移行

FTTH未利用者の乗換意向は高く、乗換予定のある者のうち1年以内の乗換を考えている

者は約3割となっている（図表２）。FTTHへ変更しようと思う理由は、「通信速度が速いか

ら」が最も高く約9割となっている（図表３）。

※FTTHとは

Fiber To The Homeの略。各家庭まで光ファイバーケーブルを敷設することにより、数10～最大100Mbps程

度の超高速インターネットアクセスが可能。
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図表１　ブロードバンド契約数の推移 

図表２　FTTHへの変更意向 

※　平成16年は12月末の数値 
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平成16年度分より電気通信事業報告規則の規定により受けた契約数を、それ以前は任意の事業者から報告を受けた契約数を集計 
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３．企業のネットワークIP化の進展

１）企業のIP電話利用状況

企業におけるIP電話の利用率は、同一事業所内では15.4％、事業所間では20.2％、外線

では15.0％となっている。また、導入を予定している企業は、同一事業所内では26.0％、

事業所間では29.9％、外線では32.6％となっており、今後、更にIP電話の利用が進むもの

と考えられる（図表１）。

２）IP電話導入理由

IP電話の導入理由は、「通話料の削減」が87.6％と最も多くなっている。
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図表４　ブロードバンド料金の国際比較（100kbps当たりの料金、2003年） 
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図表４　ITU「The Portable Internet」（2004年９月）により作成 
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Ⅱ 安心・安全なインターネット利用

１．個人の情報セキュリティ被害状況

パソコンからのインターネット利用者のうち、平成16年に情報セキュリティに関する被害

を受けた人は86.5％となっている。被害内容は、「迷惑メールの受信」が72.4％と最も多く、

次いで「ウイルスの発見」（43.1％）、「ウイルス感染」（20.3％）となっている（図表１）。

２．企業の情報セキュリティ被害状況

平成16年に情報セキュリティに関して何らかの被害を受けた企業は83.5％となってい

る。被害内容は「ウイルス感染」が47.8％と最も多く、次いで「ウイルスの発見」

（38.6％）、「不正アクセス」（13.4％）、「スパムメールの中継利用・踏み台」（9.3％）とな

っている（図表２）。
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図表１　パソコンからのインターネット利用者の被害状況（複数回答） 
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３．企業の情報セキュリティ対策の状況

情報セキュリティに関して何らかの対策を行っている企業は99.1％となっている。具体的な

対策としては、「パソコン等の端末にウイルスチェックプログラムを導入」が75.3％と最も多く、

次いで「サーバーにウイルスチェックプログラムを導入」（70.2％）、「社員教育」（59.1％）、

「ファイアウォールの設置」（58.3％）となっている（図表３）。
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４．企業における個人情報保護のための取組

平成17年4月から個人情報保護法が全面施行され、個人情報を守るための企業の取組も進展

している。

○企業の個人情報の管理方法について、平成15年度と平成16年度を比較すると、すべての

項目で取組が進んでいる（図表１）。

○また、企業のシステム面・技術面・組織面・制度面での対策についても、すべての項目で

取組が進んでいる（図表２、３）。

○さらに、内部者による情報漏えいの防止対策についても全般的に取組が進んでいる（図表４）。
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図表２　個人情報保護に対するシステム面・技術面 
　　　　での対策（複数回答） 
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図表３　個人情報保護に対する組織面・制度面の 
　　　　対策（複数回答） 
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図表４　内部者による情報漏えい防止対策 
　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数回答） 
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図表１～４　（出典）「情報セキュリティに関する実態動向調査」 



Ⅲ 電子商取引

１．一般消費者向け電子商取引の実施状況

企業の一般消費者向け（B2C）の電子商取引の実施率は、パソコン向けが28.9％、携帯

電話等向けが9.1％となっており、携帯電話等向けは今後の実施を予定／検討している企業

が多い（図表１）。

２．事業者向け電子商取引の実施状況

事業者向け（B2B）の電子商取引については、「企業からインターネットを利用した調達

を行っている（調達）」企業が42.8％、「企業へインターネットを利用した販売を行ってい

る（販売）」企業が27.0％となっている（図表２）。
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図表１　パソコン、携帯電話等を対象とした電子商取引の実施状況 
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図表２　電子商取引の実施状況（複数回答） 
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第２章　県内中小企業のインターネット利用実態アンケート調査

Ⅰ【調査概要】

１．調査対象

県内中小企業　3,000社

（当振興公社が保有している企業情報データベースから各企業の構成比率に応じて無作為抽出した）

２． 調査時期

平成18年１月

３．調査方法

郵送によるアンケート調査

４．回答状況

回答企業数　523社

回答率　　　17.4％

Ⅱ【調査結果】

１．回答企業の概要

（１）業種別状況

回答企業を業種別で見ると、

製造業が39.4％ 運輸業が4.7％、

卸売・小売業が21.7％、 情報通信業が0.4％、

建設業が17.5％、 不動産業が0.2％、

サービス業が6.0％、 その他が4.3％

飲食店・宿泊業が5.8％、

となっている。
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※棒グラフ上括弧内数値は回答企業数を表記した。 

17.5（90） 17.5（90） 

業種別状況 

39.4（203） 

0.4（2） 
4.7（24） 

21.7（112） 

0.2（1） 
5.8（30） 6.0（31） 4.3（22） 



（２）資本金別状況

回答企業を資本金別で見ると、

「１千万円以上３千万円未満」が47.5％ 「個人事業主」が4.1％、

「１千万円未満」が28.6％、 「１億円以上３億円未満」が2.7％、

「３千万円以上５千万円未満」が9.0％、 「３億円以上」が1.6％

「５千万円以上１億円未満」が6.5％、

となっている。

（３）従業員数別状況

回答企業を資本金別で見ると、

「10人以下」が39.0％ 「51～100人」が8.7％、

「11人～30人」が34.3％、 「101～300人」が5.9％、

「31～50人」が10.3％、 「301人以上」が1.8％

となっている。
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２．インターネット利用状況

（１）インターネット利用状況

インターネットを、

「利用している」と回答した企業は82.2％（前年比＋2.4％）

「利用していない」と回答した企業は15.9％（前年比△0.5％）

「利用を予定している」と回答した企業は1.9％（前年比＋0.3％）

となっている。

インターネット利用率は今年初めて80％を超え、毎年増加しつづけている。

（２）インターネット利用上の主な通信回線の接続形態

インターネットを利用する上での主な接続回線として、

「ＡＤＳＬ」を利用している企業の比率は53.3％

「光ファイバー通信（ＦＴＴＨ）」を利用している企業の比率は17.7％

「ＩＳＤＮ」を利用している企業の比率は20.3％

「一般電話回線」を利用している企業の比率は7.1％

「その他」を利用している企業は1.7％

となっている。

ＡＤＳＬ、光ファイバー通信を合わせると、常時接続回線（ブロードバンド回線）の利用率は

70％を超えている。一方、依然として常時接続回線を利用できない地域もあり、速やかな進展

が望まれている。
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（３）インターネット利用上のセキュリティー対策の実施状況

インターネットを利用する上で、セキュリティー対策を、

「実施している」と回答した企業は88.3％（前年比＋13.8％）

「実施していない」と回答した企業は11.7％（前年比△13.8％）

となっている。

回答企業の約90％がセキュリティー対策の重要性を認識し、なんらかの対策を実施して

いることが伺える。

（４）インターネット利用上のセキュリティー対策の実施内容（複数回答）

前項でセキュリティー対策を実施していると回答した企業の、その対策内容は、

「コンピューターウィルスソフト等の導入により、ウィルス感染防止に努めている」が

88.4％（前年比△0.4％）

「ファイアーウォール等の設置により、企業内ネットワークへの不正アクセス防止に努めて

いる」が35.0％（前年比＋8.8％）

「パソコン等へのパスワード設定により、プライバシー保護や情報漏洩防止に努めている」

が28.4％（前年比＋2.5％）

「その他」が4.2％（前年比＋0.1％）

となっている。

回答企業の約90％が「コンピューターウィルスソフト等の導入により、ウィルス感染防

止に努めている」ことが伺える。
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（５）コンピューターセキュリティーに関する被害の有無

コンピューターセキュリティーに関し、

「何らかの被害を受けた」と回答した企業は、36.8％、

「被害を受けたことはない」と回答した企業は、63.2％

となっている。

（６）コンピューターセキュリティーに関して受けた被害の状況

前項で「コンピューターセキュリティーに関し、何らかの被害を受けた」と回答した企業の、

受けた被害状況は、

「ウィルス感染」が71.3％

「ウィルスの発見（被害なし）」が38.8％、

「スパムメールの中継利用」が11.3％、

「不正アクセス」が5.0％、

「ＤＯＳ攻撃（大量データ送信による機器使用不能）」が3.8％、

「ホームページの改ざん」が1.9％、

「ウェブ上での誹謗中傷」「故意・過失による情報漏洩」「その他」はいずれも1.3％

となっている。
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（７）インターネットの利用目的（複数回答）

インターネットの主な利用目的は、

「電子メールによる情報交換」と回答した企業が74.4％（前年比＋4.8％）。

「技術、製品情報の入手」が50.7％（前年比＋2.6％）

「経済・業界・海外情報等の入手」が41.8％（前年比＋8.3％）

「受発注業務（電子商取引）」が41.3％（前年比＋4.7％）

「自社技術・製品・商品のＰＲ」が40.8％（前年比＋6.5％）

「人材の募集」が8.7％（前年比＋3.6％）

「その他」が8.0％（前年比△0.7％）

となっている。

情報交換手段としての電子メールの利用が、回答企業の約４分の３となり、定着しつつある

ことが伺える。各種情報の入手や自社ＰＲも概ね４割を超えており、受発注業務での電子商取

引が今年初めて４割を超え、浸透しつつある点も注目される。

３．受発注におけるインターネット活用状況および電子商取引について

（１）受注におけるインターネット活用状況（複数回答）

インターネット利用企業の受注活動におけるインターネット活用状況を、以下３類型（下記

①～③）に分類する。

①「インターネットを受注に関連付けていない企業の類型」

「受注業務はない」と回答した企業は21.3％（前年比△0.4％）。

「インターネットを活用した受注への取り組みを行う予定はない」と回答した企業は17.6％

（前年比△5.2％）。

横這いないし減少傾向が伺える。

②「インターネットを何らかの形で受注活動に活用している企業の類型」

「受注のためのページはないが、製品や業務紹介をホームページ上で行っている」と回答し

た企業は27.8％（前年比＋5.3％）。

「受注のためにインターネット上の受発注ネットワークに登録している」と回答した企業は

20.8％（前年比＋2.6％）。
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「自社作成のホームページで、常時受注を受け付けている」と回答した企業は17.1％（前年

比＋2.4％）。

「受注のためにインターネット上のオークションに参加したことがある」と回答した企業は

6.5％（前年比＋2.5％）。

「インターネット上のショッピングモールに出店している」と回答した企業は6.0％（前年

比＋2.2％）。

③「現在インターネットを活用した受注について準備計画している企業の類型」

「現在インターネットを活用した受注について準備計画中である」と回答した企業は10.4％

（前年比△5.4％）。

①の「インターネットを受注に関連付けていない企業の類型」は横這いないし減少傾向にある。

②の「インターネットを活用した受注に前向きに取り組んでいる企業」の類型では、５つの

項目全てにおいて前年対比プラスとなっている。

受注活動におけるインターネット活用は、積極的に様々な形で取り組んでいく企業とそうで

ない企業の２極化の傾向が伺える。

（２）発注（調達）におけるインターネット活用状況（複数回答）

インターネット利用企業の発注活動におけるインターネット活用状況を、以下３類型（下記①

～③）に分類する。

①「インターネットを発注（調達）に関連付けていない企業の類型」

「発注（調達）業務はない」と回答した企業は27.4％（前年比＋2.3％）。

「インターネットを通じた発注（調達）を行う予定はない」と回答した企業は22.9％

（前年比△2.5％）。

②「インターネットを何らかの形で発注（調達）活動に活用している企業の類型」

「発注（調達）先を探すため積極的にホームページを検索している」と回答した企業は

21.9％（前年比＋0.4％）。
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「特定の取引先にインターネットを通じて常時発注している」と回答した企業は20.9％（前

年比＋4.7％）。

「発注（調達）のためにインターネット上の受発注ネットワークに登録している」と回答し

た企業は14.5％（前年比＋4.4％）。

「発注のためにインターネット上のオークションに参加したことがある」と回答した企業は

5.2％（前年比＋0.7％）。

③「現在インターネットを活用した発注（調達）について準備計画している企業の類型」

「現在インターネットを活用した発注（調達）について準備計画中である」と回答した企業

は7.5％（前年比△6.2％）。

①の「インターネットを発注（調達）に関連付けていない企業の類型」は微増、微減してお

り、ほぼ横這いで推移しつつある。

②の「インターネットを活用した発注（調達）に前向きに取り組んでいる企業の類型」では、

「特定の取引先とインターネットを通じて常時発注を行っている」と「発注（調達）のため

にインターネット上の受発注ネットワークに登録している」の２つの項目が、共に前年対比

で明確に増加している。

（３）年間売上高に占める電子商取引の割合

インターネットの利用目的において、「受発注活動（電子商取引）」を利用していると回答した

企業に対し、年間売上高に占める電子商取引の割合を質問したところ、以下の回答が得られた。

「年間売上高の５％未満」と回答した企業が39.6％。

「年間売上高の10％以上」が28.3％。

「年間売上高の５％～10％未満」が12.6％。

「電子商取引を行っているが、売上高実績が無かった」が19.5％。

現状において、電子商取引での売上の実績が無い、または電子商取引の年間売上に占める割合

が５％未満と少ない企業が６割近くである。一方、電子商取引の割合が年間売上の10％以上を

計上している企業が３割弱となっている。そういった点を踏まえると、全般的に県内企業におい

て、電子商取引の企業活動への直接的な反映はまだ進んでいないが、着実に実績を上げている企

業も増えており、今後の進展が注目される。
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（４）年間調達（仕入）金額に占める電子商取引の割合

インターネットの利用目的において、「受発注活動（電子商取引）」を利用していると回答した

企業に対し、年間調達（仕入）金額に占める電子商取引の割合を質問したところ、以下の回答が

得られた。

「年間調達（仕入）金額の５％未満」と回答した企業が51.9％。

「電子商取引を行っているが、調達（仕入）実績が無かった」が29.8％。

「年間調達（仕入）金額の10％以上」が12.2％。

「年間調達（仕入）金額の５％～10％未満」が6.1％。

総体的にみて、中小企業の調達（仕入）における金額ベースの部分では、電子商取引のウェー

トが低い現状が伺える。

４．ホームページの開設・効果等について

（１）ホームページの開設状況

ホームページを、

「開設している」と回答した企業は48.5％（前年比＋8.1％）

「開設していない」と回答した企業は42.0％（前年比△5.9％）

「開設に向けて準備中である」と回答した企業は9.5％（前年比＋0.1％）

となっている。

ホームページを開設した企業は、約５割に達し、年々増える傾向にある。
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（２）ホームページの更新頻度

ホームページの更新を、

「行っていない」と回答した企業は25.3％、 「その他」と回答した企業が10.6％、

「半年に１回」と回答した企業は24.4％、 「週に１～３回」と回答した企業が5.5％、

「２、３ヶ月に１回」と回答した企業は15.7％、 「ほぼ毎日」と回答した企業が3.2％、

「月に１～３回」と回答した企業は15.2％、

となっている。

（３）ホームページの開設効果（複数回答）

ホームページの開設効果は、

「特に効果はない」と回答した企業が22.1％（前年比＋3.6％）。

「その他」が5.9％（前年比＋2.8％）

となっている。

一方、プラス効果があると回答した企業群を、売上・受注寄与度により以下３面的項目群（下

記①～③）に分類する。

①「売上・受注の基礎項目群」

全部で５項目あり、以下、

「自社製品のＰＲができた」と回答した企業は49.5％（前年比△1.7％）。

「照会、問い合せが増加した」と回答した企業は38.2％（前年比△8.1％）。

「企業イメージが向上した」と回答した企業は32.8％（前年比△4.9％）。
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「電子商取引を開始した」と回答した企業は5.4％（前年比△5.1％）。

「マーケティングの調査ができた（顧客ニーズをつかめた）」と回答した企業は4.9％

（前年比△1.9％）。

全ての項目で、前年対比減少している。

②「売上・受注直結項目群」

２項目あり、以下、

「遠隔地からの注文が増加した」と回答した企業は22.5％（前年比△4.7％）。

「新規取引先が増加し、売上が向上した」と回答した企業は22.1％（前年比△0.7％）。

となっている。

前年対比、減少または横這いの傾向が伺える。

③「間接部門への寄与項目群」

２項目あり、以下、

「広告、宣伝費の削減ができた」と回答した企業は10.8％（前年比△5.2％）。

「優秀な人材が確保できた」と回答した企業は2.9％（前年比△0.2％）。

２項目、前年対比減少している。

以上から、３面的項目群の内、上記①②の「売上・受注関連項目群」では、全ての項目で前年

比マイナスとなり、③「間接部門への寄与項目群」でも前年比マイナスである。

「特に効果はない」との回答が前年比プラスである点も踏まえると、中小企業において、ホーム

ページ開設による初期段階での効果が一段落し、次の展開を考える時期に来ているとも見てとれる。

５．「コラボレートいばらき」「当公社ホームページ」「県企業情報提供システム」「ＩＢＢＮ」の

利用等について

「コラボレートいばらき」「当公社ホームページ」とも、「企業情報を確認できた」という点で

は効果があるが、認知度・広報に課題があるといえる。

「県企業情報提供システム」「ＩＢＢＮ」も同様の傾向といえる。
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６．まとめ

今回の県内中小企業に対するインターネット利用実態アンケート調査結果によると、インター

ネット利用の基盤整備の部分では、かなり普及が進んだといえる。

インターネットの利用目的においては、電子メール利用が情報交換手段として定着しつつあり、

受発注業務でのインターネット利用（電子商取引）も、受注分野を中心に年々増えている。

インターネット利用による効果としては、企業の直接的な売上への反映といった部分では、全

般的にはまだ少ないが、一定の売上実績をあげている企業も増えており、今後の進展が注目される。

ホームページ開設企業の率もほぼ半数に達しており、ホームページが広告・宣伝の一つの手法

として定着しつつあるといえる。

今後、インターネットの利用は普及の初期段階が一段落し、情報技術のより一層の進展や電子

商取引の浸透等を見据えながら、中小企業においても、経営戦略の中で各企業が引き続き取り組

んでいくことが求められると思われる。

後掲のヒアリング調査では、各業種における県内企業の工夫をこらした取り組みを紹介させて

いただいた。本調査の専門家からの分析としては、第５章を参照されたい。
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７．ご意見

問１－②〈インターネットを「利用していない」理由〉

必要ない（同様意見が他に23件）
今のところ使用するメリットがない
パソコン所有なし（同様意見が他に４件）
人材がいない。不要（同様意見が他に１件）
システムを覚えられない
大して利用できない
以前従業員が不正使用し、金銭等が異常に多くかかった事があった為
来週工事に入るところ。電波が届かないため
主に公共事業と決まっている得意先との仕事が主であるため
現在はインターネットを利用していませんが、私共の会社も取り入れ
ざるを得ない状況が近い将来くるかと思います
受注はFAXで十分の為
親会社が決まっているので
特にありませんが、後継者もありませんし、自分の代で事業も終わり
ですので
時期尚早

（Ｈ市　製造業他）
（Ｍ市　製造業）

（Ｔ市　卸売・小売業他）
（Ｏ町　卸売・小売業他）
（Ｍ市　卸売・小売業）
（Ｈ市　卸売・小売業）

（Ｉ市　運輸業）
（Ｈ市　建設業）
（Ｈ市　その他）

（Ｋ市　製造業）

（Ｊ市　製造業）
（Ｔ市　製造業）

（Ｉ市　製造業）

（Ｍ市　卸売・小売業）

物理的ネットワーク（社内）との切断
重要なPCにはネットを接続させない（同様意見が他に１件）
サーバーのサービスによるメールのチェック（同様意見が他に１件）
SECOM
指導、内部サーバーのアクセス制限
IDS、ADSとVPSL（バーチャルプライベートセキュアランス）
インターネット利用のコンピューターを限定している
Gate Lockにて対応

（Ｓ市　サービス業）
（Ｈ市　製造業他）

（Ｔ市　サービス業他）
（Ｓ市　卸売・小売業）
（Ｔ市　卸売・小売業）
（Ｔ市　情報通信業）
（Ｈ市　製造業）
（Ｍ市　製造業）

問３－２－④　インターネット利用上のセキュリティ対策の内容

スパイウエア感染 （Ｈ市　製造業）

問３－４－⑨　コンピューターセキュリティに関し受けた被害の状況
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自社情報の公開など
業務内容、価格、地図表示案内等
出張等の予約（同様意見が他に２件）
商品仕入販売（同様意見が他に１件）
社内通信をVPNで
ホテルでの客への提供
予約（宿泊、宴会、レストラン　他）（同様意見が他に１件）
銀行取引等
電話、ファックスの代わりに使用
本社⇔支店間の社内連絡等
その他の情報収集（同様意見が他に１件）
特に目的はない
請求書等帳簿類の整理・保管・計算
入札

（Ｈ市　卸売・小売業）
（Ｈ市　サービス業）
（Ｏ町　運輸業他）

（Ｋ市　サービス業他）
（Ｉ市　卸売・小売業）
（Ｉ町　飲食店・宿泊業）
（Ｍ市　飲食店・宿泊業他）

（Ｈ市　その他）
（Ｔ市　製造業）

（Ｙ市　卸売・小売業）
（Ｈ市　その他）
（Ｉ町　建設業）
（Ｈ市　運輸業）
（Ｔ市　建設業）

問４－⑦　インターネット利用目的

現在必要としない（同様意見が他に10件）
人材及び技術不足（同様意見が他に５件）
あまりメリットがない（同様意見が他に1件）
作成するのが大変そうだから
開設する暇がない
以前開設していたが、あまり効果がなく、プロバイダーの変更により
閉鎖した
不特定多数のアクセスがあると、処理に忙殺され、主業務がおろそか
になる可能性大。当社としては、常に新規の顧客開拓が必須だが、一
方で「客を選びながら行う」ことも重要なので、現状では少なくとも
２～３年は、開設の意志はない。
特定の得意先
本社にて開設のため（同様意見が他に３件）
特に理由はない（同様意見が他に1件）
検討中
販売商品がありません。開発予定あり。

（Ｈ市　製造業他）
（Ｙ市　建設業他）
（M市　製造業他）
（Ｈ市　その他）
（Ａ町　建設業）

（Ｓ町　卸売・小売業）

（Ｔ市　製造業）

（Ｔ市　製造業）
（Ｂ市　製造業他）

（Ｍ市　サービス業他）
（Ｓ市　製造業）
（Ｔ市　製造業）

問８－③　ホームページを開設していない理由

年に１回（同様意見が他に４件）
内容の変更の都度（随時）（同様意見が他に７件）
不定期（同様意見が他に１件）
昨年初回更新をした
更新の時期は決めていない

（Ｔ市　製造業他）
（Ｈ市　製造業他）
（Ｔ市　製造業他）
（Ｉ町　製造業）
（Ｍ市　運輸業）

問８－１－⑦　ホームページ更新の頻度
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個人からの注文が増加した（同様意見が他に１件）
仕入先からの問い合わせがある
はじめての施主への自社技術水準のアピール
カタログの代わりになる
マスコミ問い合わせ増えた
決裁方法の変化（普及）に伴い、全面的なリニューアルが必要
信用面の向上
社員の意識向上に役立った
迷惑メールが来るようになった
HP経由の取引は微々たる状況
あらゆる形の中で活用しアクセスが多くなるようにしていく

（Ｍ市　卸売･小売業他）
（Ｕ市　卸売・小売業）
（Ｔ市　サービス業）
（Ｔ市　製造業）
（Ｔ市　製造業）

（Ｈ市　卸売・小売業）
（Ｍ市　建設業）
（Ｒ市　建設業）
（Ｔ市　製造業）
（Ｈ市　製造業）

（Ｍ市　サービス業）

問10－⑪　ホームページ開設の効果

広告の一手段として（コストがおさえられるので）（同様意見が他に４件）
自社製品のPRを行ったり、人材募集等に利用したい（同様意見が他に３件）
人材確保、発注業務
人材の確保、企業イメージの向上、問い合わせの増加
求人、イメージアップ
人材募集が主であるが、なかなかない
自社製品及び技術のPR（同様意見が他に３件）
自社技術PR、ネットでの受注増
インターネット通販（同様意見が他に５件）
企業イメージアップとPR（同様意見が他に６件）
新規取引先の開拓。自社のイメージアップ（同様意見が他に６件）
受注確保のための自社PR（同様意見が他に３件）
光を使った動画HPでよりリアルに
ブロードバンド普及に備え、積極的に動画配信に力を入れている
積極的に進めて行きたい
新しい情報の発信
ビジネスチャンスを広げてくれる重要なツール
更なる商品情報のPR、役立つ情報によるアクセスアップ、SEO対策
アクセス数の向上のためにポータル的なサイトにしたい。新しい情報
を他社より早く更新する。
今後はもっとページ数を増やして、たくさんの情報を提供したい
ページを見て来店される方が多い為、HPに記載する商品を積極的に
増やしていく
内容のリニューアル。更新頻度を高める。
古くなったので、新しいホームページに変え、PRその他に活用したい
自社のトピックを２，３ヶ月に1回の割合で更新を行い、見てもらう
ホームページにしたい
リアルマーケティング、メディア連動クイズ及びアンケート
ホームページについて、見直し、原案検討中。製品PRの内容を充実したい
ブログを活用したホームページの展開と情報発信
メールマガジンの発行をして、リターン客を獲得する

（Ｔ市　卸売・小売業他）
（Ｈ市　製造業他）
（Ｒ市　建設業）
（Ｋ市　建設業）
（Ｙ市　その他）
（Ｂ市　製造業）
（Ｈ市　製造業他）
（Ｍ町　製造業）

（Ｔ市　卸売・小売業他）
（Ｔ市　飲食店・宿泊業他）

（Ｈ市　製造業他）
（Ｍ町　製造業他）

（Ｋ市　飲食店・宿泊業）
（Ｉ市　建設業）
（Ｋ市　製造業）

（Ｍ市　飲食店・宿泊業）
（Ｓ市　卸売・小売業）

（Ｓ市　製造業）

（Ｈ市　卸売・小売業）

（Ｈ市　卸売・小売業）

（Ｒ市　卸売・小売業）

（Ｈ市　飲食店・宿泊業）
（Ｋ市　サービス業）

（Ｈ市　製造業）

（Ｔ市　情報通信業）
（Ｈ市　製造業）

（Ｏ町　卸売・小売業）
（Ｍ市　卸売・小売業）

問11 自社ホームページの今後の活用方法、戦略的方向性



新規性なし、事業に役立つ情報が古い感じがする
内容がわからないので
助成金情報

（Ｕ市　卸売・小売業）
（Ｍ市　飲食店・宿泊業）

（Ｈ市　製造業）

問16－⑦ （財）茨城県中小企業振興公社ホームページを見た効果

見込客情報入手
受発注案件の確認のみ（同様意見が他に１件）
未だ効果は確認できていない（同様意見が他に１件）
検討中
県内企業の様子が詳しく分かった
食肉販売に関する情報が見当たらない
今後役立つかも知れない
与信管理
情報収集

（Ｍ市　情報通信業）
（Ｍ町　製造業他）

（Ｔ市　サービス業他）
（Ｔ市　製造業）
（Ｓ市　製造業）

（Ｍ市　卸売・小売業）
（Ｔ町　その他）

（Ｈ市　卸売・小売業）
（Ｔ町　製造業）

問17―２－③　県企業情報提供システムを見た効果
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毎日、週毎と、目的を持って更新し、他のサイトへのリンク等も考えている
英語版を増設し、全世界にPRしていく
携帯電話による配信サービスをつくば店にて実験的に行っている。また
ホームページにおいては、自社商品のPR活動を今後も継続していきたい
専門業種に付、よりプロ志向が必要
産業廃棄物の優良事業所の構築
新しい商品の開発販売を通して年商１億円を目指す
一般的なメディアに取り上げられにくい商品を取扱ってるので、イン
ターネットを通じて商品の良さを少しでも伝えていきたい
サービス券
情報発信から受注までできるようになりたい
近日中に更新予定。将来的には受発注まで行いたい。
Webサーバー的な活用を考えている
受注業務の省力化
空室状況等のインターフェイスの改良←社員操作向けの
見やすい、判りやすい、目にやさしい→閲覧者。更新しやすい→管理者
現状維持（同様意見が他に４件）
他ページへのリンク（同様意見が他に１件）
検討中（同様意見が他に４件）
今考えてない

（Ｍ市　卸売・小売業）
（Ｈ市　製造業）

（Ｙ町　飲食店・宿泊業）

（Ｒ市　卸売・小売業）
（Ｋ市　サービス業）
（Ｋ市　サービス業）

（Ｒ市　卸売・小売業）

（Ｔ市　製造業）
（Ｈ市　建設業）
（Ｇ町　製造業）
（Ｍ市　建設業）
（Ｍ市　製造業）

（Ｋ市　サービス業）
（Ｄ町　飲食店・宿泊業）
（Ｉ市　卸売・小売業他）

（Ｔ市　建設業他）
（Ｔ市　製造業他）
（Ｉ町　製造業）

情報として新規性なし、残念 （Ｕ市　卸売・小売業）

問13－⑦　コラボレートいばらきを見た効果
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現在検討中です
これからサイトを利用させて頂きます。今後も情報提供をお願いしま
す。また、ショッピングモールに出店した場合、サイト出店料に見合
った商いができるんでしょうか？
電子化が遅れているため、積極的に展開していきたい
・ネットワーク等全国となるものは、NTTクラスの規模と考えます。
・インターネットは流したままの情報なので、確認できない点があります
中国サイドより中小企業振興公社のホームページを見て取引を希望す
る業者が多くメールをくれる様になったが、自社のホームページを開
設していないのでよく分からない。時間があれば開設したり、ITをも
っと利用したいと思っている
業務内容の見直しを検討中ですので、都度、規模にあった内容を研究
したいと思っております
お得意からの受注で活躍はしていない
当社は電子部品、材料の輸出が主であり、仕入、売先共限定されてお
り、インターネットの必要が高くない
本当にスモールビジネス向けのコンテンツをもっと充実させてほしいです
中高年のコンピュータの苦手な世代としては「インターネットの説明
をインターネットでおこなう」のではなく、ある程度のソフトウェア
的説明を対面的に欲しいと思います
インターネットを積極的に利用したいと考えているが、近くに一寸し
たことをアドバイスしてくれる人が居なくてすぐ挫折する。近々娘が
東京から帰ってくるので、期待している
インターネット利用について、先週より話が出て、これから先はどう
しても市入札においても始める事があるとの事ですので工事をしても
らうことにしました
当社地区（稲敷市東部）では、ブロードバンドがありません。その為、
IBBNを活用させていただいてますが、ポイントまでのダークファイ
バーが高価で、利用価値が半減しております。できれば近くにポイン
トをお願いします。
旧関城町地域に光ファイバーがない
以前にIBBNの説明を受けた事があるが、利用料金が高額なイメージで
あった。料金等変更（改定）があった際には再度ご案内いただきたい
光ファイバー又はブロードバンドによる通信環境の改善が急務
まだまだBtoC、BtoBは思った以上に成果をあげてないところが多い
気がします。
使用する理由がないから。
メールサーバーが不調のため、現在メールが使用できません。
現在、電話、ファックスの代用としてメールにて得意先のシステムで
受注、納品書の発行を行っているのみ。
当地区ではIBBNが使えないそうです。どの地区でも使えるようにな
るといいですね。
勉強させてください。ありがとうございます。

（Ｋ町　製造業）

（Ｓ町　卸売・小売業）

（Ｏ町　運輸業）

（Ｓ市　サービス業）

（A町　建設業）

（Ｍ市　卸売・小売業）

（Ａ町　製造業）

（Ｔ市　その他）

（Ｔ市　卸売・小売業）

（Ｒ市　卸売・小売業）

（Ｈ市　製造業）

（Ｈ市　建設業）

（Ｉ市　卸売・小売業）

（Ｔ市　製造業）

（Ｄ町　飲食店・宿泊業）

（Ｉ町　製造業）

（Ｔ市　製造業）

（Ｔ村　製造業）
（Ｔ市　建設業）

（Ｔ市　製造業）

（Ｔ市　製造業）

（Ｍ市　卸売・小売業）

問20 その他　ご意見、ご感想、ご要望
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個人としてはインターネットを利用しています。お店でもパソコンを
利用したいと考えていますが（ホームページ等）、何をすれば良いの
かわかりません。
インターネット、オークションを見るためだけですが、一応ネットで
接続してあります。ホームページなども予定はありません
個人としてはインターネットは使っているが、店としては今のところ
必要ない。
誠に申し訳ありませんが、インターネットをまだ利用して居りません。
近々導入する予定をして居ります。
まだホームページを作っている最中です。初めてのことなので、時間
がかかっていますが、少しでもいいものできればいいと思っています。
今後インターネットを利用したい
インターネットをやっていないし、ない
オペレーターがいれば利用したいと思っています。
この先、パソコンを導入したいとは思っているんですが？
個人ではインターネットを利用しているが、会社としてはほとんど利
用していない。いずれはホームページを作りたいと思っている
他社の製品なので商品のPRをすることもないので、今のところ予定
はありません。
顧客が固定しているので、情報はFAX等で行っている為
検討中です
近日中に導入予定
本年中には利用予定
勉強不足で申し訳ございません
「知らない」というお客様が多いので、企業情報提供システムに登録
している企業のHPからリンクを依頼するなど、積極的に広報すべき
だと思います
Ⅴ‐Ⅷまで無視の理由、ローカル情報だと思っているから。会社とし
てあまり意味がないと考えている。ローカルネットワークの有効性が
理解できない
お役人が、民間事業者になにかできることがあるの？本当にそんなこ
とを考えているの？お役人はそんなこと考えていないんじゃないの？
余計なことをして、足を引っ張らないで欲しい。こんなアンケートは
無意味。こんなことをしてなにかやっている気になっていること自体
が問題だ。自分達が一番よく分かっているはずだ。
ネット上でやれば、もっとはっきりしたデータが取れるのでは･･･
この集計を行うために、どこから予算が出ているのか？
この様なアンケート調査もネット上での回答が多くなってきている
調査票はメールでも返信できるようにお願いします

（Ｈ市　卸売・小売業）

（Ｍ市　卸売・小売業）

（Ｈ市　卸売・小売業）

（Ｔ市　卸売・小売業）

（Ｙ町　製造業）

（Ｍ市　卸売・小売業）
（Ｔ町　サービス業）
（Ｋ市　建設業）
（Ｔ市　建設業）

（Ｏ町　卸売・小売業）

（Ｊ市　製造業）

（Ｈ市　運輸業）
（Ｉ市　建設業）
（Ｔ市　運輸業）

（Ｍ市　飲食店・宿泊業）
（Ｍ市　飲食店・宿泊業）

（Ｈ市　卸売・小売業）

（Ｒ市　卸売・小売業）

（Ｓ市　卸売・小売業）

（Ｋ市　サービス業）
（Ｍ市　建設業）
（Ｍ市　製造業）
（Ｔ市　製造業）



ご回答は同封の返信用封筒をご利用頂くか、ＦＡＸにて〈029－227－2586〉へご返信お願いします。 

「インターネット利用実態調査」調査票 

企 　業 　名  

ＩＩ　インターネット利用状況、利用目的等についてお尋ねします。 
 

問１　貴社はインターネットを利用していますか。 

　□ ①利用している。　　→問２以降へ　　　　　□ ③利用を予定している。　　→問20へ 

　□ ②利用していない。　（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）→問20へ 

 

問２　インターネットを利用する上で、貴社が利用している主な通信回線は以下のどちらですか。 

　□ ①一般電話回線　　□ ②ISDN　　□ ③ADSL　　□ ④光ファイバー通信（FTTH）　　□ ⑤その他 

 

問３－１ 貴社はインターネットを利用する上で、何らかのセキュリティー対策（問３－２ご参照）を実施していますか。 

　□ ①セキュリティー対策を実施している。　　→問３－２へ 

　□ ②セキュリティー対策を実施していない。　→問３－３へ 

 

問３－２　問３－１で「①セキュリティー対策を実施している」方は、どの様な対策を実施していますか。（複数回答可） 

　□ ①ファイアウォール（※）等の設置により、企業ネットワークへの不正アクセス防止に努めている。 

　□ ②コンピューターウィルスソフト等の導入により、ウィルス感染防止に努めている。 

　□ ③パソコン等へのパスワードの設定により、プライバシー保護や情報漏洩防止に努めている。 

　□ ④その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 

※組織内のコンピュータネットワークへ外部から侵入されるのを防ぐシステム。（一般的にソフトウェア

　としてコンピューターに組み込んで使用する） 

〒　　　－ 

本調査でご回答頂きました記載事項については秘密を厳守し、当公社及び県の中小企
業情報化推進事業並びに本調査報告書の作成以外の目的には使用いたしません。 

Ｉ　貴社の概要等についてご記入ください。 
　以下、設問中該当する□に□印を、（複数回答可）項目以外は１つのみご記入ください。 

所 　在 　地  

業　　種  

資 　本 　金  

従業員数  

連 　絡 　先  

□ 1.建設業　　□ 2.製造業　　□ 3.情報通信業　　□ 4.運輸業　　□ 5.卸売・小売業 

□ 6.不動産業　　□ 7.飲食店・宿泊業　　□ 8.サービス業　　□ 9.その他 

□ 個人事業　□ 1千万円未満　□ 1千万円以上～3千万円未満　□ 3千万円以上～5千万円未満 

□ 5千万円以上～1億円未満　□ 1億円以上～3億円未満　□ 3億円以上 

□ 10人以下　□ 11～30人　□ 31～50人　□ 51～100人　□ 101～300人　□ 301人以上 

　電　話　　　　　　　　　　　　　　　　　　F A X  

　E-Mail　　　　　　　　　　　　　　　　　御記入者名  

H17
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Ⅲ 【調査票】



問３－３　貴社はコンピューターセキュリティーに関し何らかの被害を受けたことがありますか。 

 □ ①何らかの被害を受けた。　→問３－４へ　　　　□ ②被害を受けたことはない。　→問４へ 

 

問３－４　問３－３で「①コンピューターセキュリティーに関し、何らかの被害を受けた。」と回答した方は、

受けた被害の状況についてお答えください。（複数回答可） 

　□ ①ウィルス感染 　　　　　　　　　　　　□ ⑥DOS攻撃（大量データ送信による機器使用不能) 

　□ ②ウィルスの発見（感染なし）　　　　　　□ ⑦故意・過失による情報漏洩 

　□ ③不正アクセス 　　　　　　　　　　　　□ ⑧ホームページの改ざん 

　□ ④スパムメール（※）の中継利用・踏み台　　□ ⑨その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ） 

　□ ⑤ウェブ上での誹謗中傷　　　　　　　　　※スパムメール：無差別大量配信メール 

 

問４　貴社はインターネットを主にどのような目的で利用していますか。（複数回答可） 

　□ ①自社技術・製品・商品のＰＲ　　　　　□ ⑤受発注業務（電子商取引※） 

　□ ②人材の募集　　　　　　　　　　　　　□ ⑥経済、業界、海外情報等の入手 

　□ ③電子メールによる情報交換　　　　　　□ ⑦その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ） 

　□ ④技術、製品情報の入手 

　※この調査での「電子商取引」とは、電子市場参入から代金決裁・取引終了に至る商取引フローの一部

または全部をインターネット上で行うことを指します。(インターネット上で「通信販売」を利用する

場合もこちらに含めます) 

 

ＩＩＩ　貴社の受発注におけるインターネット活用状況および電子商取引についてお尋ねします。 
 

問５　貴社の受注のためのインターネット活用状況を教えてください。（複数回答可） 

 

 

 

　□ ①自社作成のホームページで、常時受注を受け付けている。 

　□ ②インターネット上のショッピングモールに出店している。 

　□ ③受注のためにインターネット上の受発注ネットワークに登録している。 

　□ ④受注のためにインターネット上のオークションに参加したことがある。 

　□ ⑤受注のためのページはないが、製品や業務紹介をホームページ上で行っている。 

　□ ⑥現在インターネットを活用した受注について準備計画中である。 

　□ ⑦インターネットを活用した受注への取り組みを行う予定はない。 

　□ ⑧受注業務はない。 

 

問６　貴社の発注（調達）のためのインターネット活用状況を教えてください。（複数回答可） 

 

 

 

　□ ①新たな発注（調達）先を探すため積極的にホームページを検索している。 

　□ ②特定の取引先にインターネットを通じて常時発注している。 

　□ ③発注（調達）のためにインターネット上の受発注ネットワークに登録している。 

　□ ④発注（調達）のためにインターネット上のオークションに参加したことがある。 

　□ ⑤現在インターネットを活用した発注（調達）について準備計画中である。 

　□ ⑥インターネットを通じた発注（調達）を行う予定はない。 

　□ ⑦発注（調達）業務はない。 

※受注には、貴社における、委託製造、商品・製品・資材・部材・原材料等の販売、サービス・加工作業等の役務

の提供及び、物件建設等を全て含みます。 

※発注（調達）には、貴社における、商品・製品・資材・部材・原材料等の購入、サービス・加工作業等の役務の

提供及び、物件の製造発注、建設発注等を全て含みます。 
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問７－１　問４の質問で「⑤受発注業務」を利用していると回答した方にお尋ねします。年間売上高に占める

電子商取引の割合はどれくらいですか。 

　□ ①電子商取引を行っているが、売上高実績が無かった。　　□ ③年間売上高の５％以上～10％未満 

　□ ②年間売上高の５％未満　　　　　　　　　　　　　　　　□ ④年間売上高の10％以上 

 

問７－２　年間調達（仕入）金額に占める電子商取引の割合はどれくらいですか。 

　□ ①電子商取引を行っているが、調達（仕入）実績が無かった。　　□ ③年間調達（仕入）金額の５％以上～10％未満 

　□ ②年間調達（仕入）金額の５％未満　　　　　　　　　　　　　□ ④年間調達（仕入）金額の10％以上 

 

ＩＶ　ホームページ設置状況についてお尋ねします。 
 

問８　貴社はホームページを開設していますか。また、開設した時期はいつですか。 

　□ ①開設している。　（時期 平成　　年から）　→問８－１へ　　　　□ ③開設していない。　 

　□ ②開設に向け準備中である。　→問12へ　　　　　　　　　　　　　 (理由：　　　　　　　　　)→問12へ 

 

問８－１　貴社のホームページの更新は、どれくらいの頻度で行っていますか。 

　□ ①ほぼ毎日。　　　　　　　　□ ⑤半年に１回。 

　□ ②週に１～３回。　　　　　　□ ⑥行っていない。 

　□ ③月に１～３回。　　　　　　□ ⑦その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 

　□ ④２、３ヶ月に１回。  

 

問９　貴社ホームページのURL（アドレス）を教えてください。また、貴社ホームページのURL（アドレス）を

本調査の報告書に掲載してよろしいですか。 

　　〔URL（アドレス）：　　　　　　　　　　　　     　　　　　〕　　□ ①掲載可　　　　□ ②掲載不可 

 

問10　ホームページを開設してからどのような効果がありましたか。（複数回答可） 

　□ ①新規取引先が増加し、売り上げが向上した。　　□ ⑦マーケティングの調査ができた。（顧客ニーズをつかめた） 

　□ ②遠隔地からの注文が増加した。　　　　　　□ ⑧自社製品のＰＲができた。 

　□ ③優秀な人材が確保できた。　　　　　　　　□ ⑨電子商取引（※問４と同一）を開始した。 

　□ ④広告、宣伝費の削減ができた。　　　　　　□ ⑩特に効果はない。 

　□ ⑤企業イメージが向上した。　　　　　　　　□ ⑪その他（  　　　  　）　 

　□ ⑥照会、問い合わせが増加した。 

 

問11　現在考えられる自社ホームページの今後の活用方法、戦略的方向性はどのように考えていますか。 

　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ） 

 

Ｖ　「中小企業ビジネス支援サイト『コラボレートいばらき』」についてお尋ねします。 
 

問12　「中小企業ビジネス支援サイト『コラボレートいばらき』」を見たことがありますか。 

　□ ①良く見ている。　　　□ ②見たことはあるが内容はよくわからない。　　　□ ③見たことがない。 

 

問13　「中小企業ビジネス支援サイト『コラボレートいばらき』」を見た方は、どのような効果がありましたか。（複数回答可） 

　□ ①県内企業情報を確認できた。　　　　  　　　　　□ ⑤IT情報が取得できた。 

　□ ②受発注案件を確認できた。　　　　　　　　　　　□ ⑥「メールマガジン」において、役立つ情報が取得できた。 

　□ ③各施策情報やセミナー・イベント情報等が取得できた。　　□ ⑦その他（ 　　　　　              　　　　） 

　□ ④自社の情報を広報できた。　※中小企業ビジネス支援サイト「コラボレートいばらき」　URL http：//www.collaborate-ibaraki.jp 

 

H17

34



問14　当公社では、各支援施策等を掲載したメールマガジン「コラボレートニュース」及び、当公社によるメールマガジン 

　　　「茨城県中小企業振興公社ニュース」を発行しています。この両メールマガジンの配信を希望しますか。 

　　 （※希望された方には、当公社により配信登録をいたします） 

　□ ①希望する。（最初のＩのE-mail記入欄が正確かをご確認ください）　□ ②希望しない。　□ ③登録済み。 

 

ＶＩ「（財）茨城県中小企業振興公社ホームページ」についてお尋ねします。 
 

問15　「（財）茨城県中小企業振興公社のホームページ」を見たことがありますか。（複数回答可） 

　□ ①良く見ている。　　　□ ②見たことがない。　　　□ ③見たことはあるが内容はよくわからない。 

 

問16　「（財）茨城県中小企業振興公社のホームページ」を見た方は、どのような効果がありましたか。（複数回答可） 

　□ ①企業情報を確認できた。　　　　　　　　　　　□ ⑤特許情報が取得できた。 

　□ ②受発注案件を確認できた。　　　　　　　　 　　□ ⑥海外取引企業データベースにおいて、情報が取得できた。 

　□ ③施策情報やセミナー・イベント情報等が取得できた。　　□ ⑦その他（　　　　　　　　　　　　　　　 ） 

　□ ④情報誌（Wing21いばらき）において情報が取得できた。　※（財）茨城県中小企業振興公社　URL http：//www.iis-net.or.jp/ 

 

問17－１　「茨城県企業情報提供システム」についてお尋ねします。「茨城県企業情報提供システム」を見たこ

　　　　　 とがありますか。 

　□ ①良く見ている。　　　□ ②見たことはあるが内容は分からない。　　　□ ③見たことがない。 

 

問17－２　「茨城県企業情報提供システム」を見た方は、どのような効果がありましたか。 

　□ ①受発注案件を確認でき、取引先の拡大等に役立った。　　□ ③その他（　　　　　　　　　　　　　） 

　□ ②県内企業で海外取引のある企業を確認でき、取引先の拡大等に役立った。 

 

ＶＩＩ「茨城ブロードバンドネットワーク（IBBN）」についてお尋ねします。 
 

問18　当公社ではひたちなかテクノセンタービル内に「茨城県ITサポートセンター」を設置し、「茨城ブロー

ドバンドネットワーク（IBBN）」の産業利用促進を図っています。この茨城県が構築した「茨城ブロー

ドバンドネットワーク（IBBN）」を知っていますか。 

　□ ①良く知っている。　　　□ ②ある程度知っている。　　　□ ③全く知らない。 

 

問19　「茨城ブロードバンドネットワーク（IBBN）」の概要説明及び資料送付を希望しますか。 

　□ ①概要説明を希望する。（※希望された方には、別途ご説明致します）　　□ ③希望しない。　 

　□ ②資料を希望する。（※希望された方には、資料を送付させて頂きます）　 

 

ＶＩＩＩ　その他 
 

問20　その他ご意見･ご感想等をご自由にご記入ください。 

 

ありがとうございました。返信用の封筒をご利用頂くか、又はFAXにて〈029－227－2586〉

へご返信くださいますようお願いします。また、他にご意見などございましたら、添付ください。 
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第３章　県内中小企業のインターネット利用実態ヒアリング調査結果（７社）

Ⅰ 製造業　Ａ社（Ｉ町）

企業概要 ○事業概要　・金属加工業

○資 本 金　・1,000万円

○従業員数　・40名

ホームページ（HP）

の開設・運営状況

ホームページ（HP）

の開設効果

○開設時期　・平成１２年

○作 成 者　・業者委託

○費　　用　・開設料および委託料

○特　　色　・当社の技術を知ってもらうことを主眼としている。

○改 善 点　・常時接続回線が利用できない環境にある。

・ホームページの更新業者に委託しているため、費用の面で更新

の頻度が問題となる。

○更新頻度　・昨年に、初回更新をした。

・トップページで当社の技術を動画で見せる造りにしたところ、ホームページ

を見て連絡をくれる業者が増えてきた。言葉で説明してもなかなか伝わらな

かった当社の技術が、ホームページを通じてダイレクトに知ってもらえるよ

うになり、効果を実感している。

・全国に向けて当社をアピールできるという点。

受発注における

インターネット

活用状況

インターネット活用

についての意見

・同業者間での受発注ネットワークに登録しているが、取引先の要請で、従来

のＦＡＸや電話ではなく、メールやネットを使用しての取引が増えている。

・発注や資材調達に関しては、従来からの信用取引といった部分もあり、ネッ

トによる直接調達は難しいところがある。

・今後もインターネットを使った受注は増えていくと思われる。技術開発や製

品開発と同様に、世の中の流れに取り残されることの無いように、常に注意

していきたい。

行政等に対する要望 ・地域によって常時接続が使えない所があるため、そういった地域間格差を早

く無くして欲しい。
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Ⅱ 製造業　Ｂ社（Ｈ市）

企業概要 ○事業概要　・電気機械器具製造業

○資 本 金　・500万円

○従業員数　・17名

ホームページ（HP）

の開設・運営状況

ホームページ（HP）

の開設効果

○開設時期　・平成８年

○作 成 者　・最初から業者委託

○費　　用　・委託料10万円程度

○特　　色　・どのような設備があるか宣伝するよりも、どのような製品を作

っているかをアピールしている。

・企業のPR・イメージアップに少ない経費で宣伝効果も大きい、

また、日本全域に宣伝できる。

・他社の部品販売にも利用している。

・ホームページを見ながら説明ができるので便利。

○改 善 点　・ホームページ開設以来、既に３回リニューアルしている。

・今後も積極的にリニューアルする予定である、ホームページが

いつも同じだと見ていただけないので、リニューアルし、見て

いただけるよう努力している。

○更新頻度　・２、３ヶ月に１回

・トピックは毎月

・外部の評価が製品販売につながる。

・照会・問い合わせが増加し、新規顧客が増加した。

・客のニーズが把握できる。

・少ない経費で日本全国に宣伝ができ、企業のイメージが向上した。

・県外の顧客からアクセスがあるようになり、取引範囲が広がる。

受発注における

インターネット

活用状況

インターネット活用

についての意見

・自社製品等の販売に24時間インターネットで受注を受付けている。

・インターネットで受注した企業の状況を当該企業のホームページを見て取引

の参考にしている。

・インターネットを活用していく努力が必要である。

・セキュリティー対策に力を入れなくてはいけない。

・インターネットを活用し、中小企業のイメージアップが大切である。

・中小企業は弱いイメージがつきまとう、共同で宣伝してもだめで、独自に動

くことが大事である。

行政等に対する要望 ・特になし
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Ⅲ 製造業　Ｃ社（Ｏ市）

企業概要 ○事業概要　・精密部品等設計製作、樹脂・難削材等機械加工全般

○資 本 金　・1,000万円

○従業員数　・25名

ホームページ（HP）

の開設・運営状況

ホームページ（HP）

の開設効果

○開設時期　・平成13年

○作 成 者　・業者委託

○費　　用　・立ち上げ費用、維持費用。

○特　　色　・自社技術や製品のＰＲ。

・顧客からの相談には極力応じて、ものを造りたいため、幅広く

設計製作、試作、加工を行っている。見る人が見れば分かる技

術や製品も掲載している。

○改 善 点　・現状と異なる部分が出てきている。

・業務の方が忙しく、あまり手をかけていない。もう少し事業が

落ち着いてから、ホームページについても考えたい。

○更新頻度　・開設以来、数回。

・ホームページを見て、当社に照会・問い合わせをしてくるケースもあった。

・企業ＰＲの部分では、充分役立っている。

・県外の顧客からの問い合せ。

受発注における

インターネット

活用状況

インターネット活用

についての意見

・自社ホームページで直接は行っていない。

・将来的にネットでの受注が増えればいい。

・当社では、特注品・一品物の受注生産が多いこともあり、取引先と図面を交

換する際に、ネット上でもっといい形で交換できないかを考えている。

行政等に対する要望 ・特になし
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Ⅳ 建設・不動産業　Ｄ社（Ｉ市）

企業概要 ○事業概要　・不動産（賃貸・売買）仲介・管理、住宅設計・施工

○資 本 金　・1,000万円

○従業員数　・４名

ホームページ（HP）

の開設・運営状況

ホームページ（HP）

の開設効果

○開設時期　・平成12年

○作 成 者　・基本的に自社構築

○費　　用　・委託料10万円程度

○特　　色　・動画を積極的に自社ホームページに取り入れ、顧客に物件を見

てもらえるようにしている。

・事前に物件を確認できることで、顧客にも安心感を与えられ、

営業にうまく活用できている。

・携帯のサイト上でも、物件紹介を行っている。

○改 善 点　・情報に新規性が無いとホームページを見てもらえなくなるた

め、ホームページの更新をまめに行わなければならない。

○更新頻度　・月に１～３回

・トピックは毎月

・照会・問い合わせが増加し、新規顧客が増加した。

・経費をかけずに24時間自社を全国に宣伝してくれる、重要な営業の一手段。

・県外の顧客など遠隔地からの顧客には、特に有効である。

受発注における

インターネット

活用状況

インターネット活用

についての意見

・物件の直接販売という部分では難しいが、24時間インターネットで情報提

供できるため、営業には効果がでている。

・時代の動きを押さえながら、自社業務においてどう取り入れていくかが重要

だと思う。

・従来からの折込広告などと、ホームページ、携帯サイトをうまく使い分けて、

今後も業務に生かしていきたい。

行政等に対する要望 ・特になし
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Ⅴ 卸売・小売業　Ｅ社（Ｏ市）

企業概要 ○事業概要　・花き卸売販売

○資 本 金　・1,500万円

○従業員数　・20名

ホームページ（HP）

の開設・運営状況

ホームページ（HP）

の開設効果

○開設時期　・平成17年

○作 成 者　・情報通信会社に委託。

○費　　用　・ソフト・ハード含めて約５年で買い換え

○特　　色　・業務の性質もあり、取引の主流がネット上での取引になった。

○改 善 点　・今のところ特になし。

・業務の性質上当然であるが、情報の新規性を常に心掛けている。

○更新頻度　・週に１～３回

・県外企業との取引増。

・自社ネットワークの構築も行ったため、紙ベースでの情報管理から完全に脱

却し、自社ネットワーク上での情報の共有化を図れた。また、それにより、

自社業務の円滑化とスムーズな営業につなげられた。

・全国に営業をしていく上での、重要な手段。

受発注における

インターネット

活用状況

インターネット活用

についての意見

・電子商取引の導入により、取引の３分の２位がネット上での取引になった。

・仕入においては海外からの調達が多いため、商社を通して行っており、その

部分でも必要不可欠となっている。

・業務上、インターネットは必要不可欠となっているため、今後も情報通信関

係の業者と情報交換しながら、活用、改善していきたい。

・導入したばかりのため、今後情報を集積していけば、在庫ロスを減らす部分

でのデータベースとしての有効活用もできると考えている。

行政等に対する要望 ・ウェブやホームページ構築、ソフトやハード導入面での助成策などがあれば

ありがたい。
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Ⅵ 飲食店・宿泊業　Ｆ社（Ｋ市）

企業概要 ○事業概要　・レストラン・温泉旅館

○資 本 金　・1,000万円

○従業員数　・50名（パートを含む。）

ホームページ（HP）

の開設・運営状況

ホームページ（HP）

の開設効果

○開設時期　・平成12年４月

○作 成 者　・業者委託

○費　　用　・作成費用　５万円

・メンテナンス費用　月２万円

○特　　色　・お客様に行ってみたいと思わせるホームページ。

・予約者への地図の提供、料金情報を掲載している。

・予約はホームページ上で常時行っている。

・季節によって変わる料理に関する情報を掲載している。

○改 善 点　・画像が多くなるとホームページを見るときに重くなるので、重

くならないよう、すぐ開けるよう、見やすくと心掛けている。

・今のところ改善の予定なし

○更新頻度　・月に１～３回

・テレビ中継、取材の情報を追加掲載している。

・アクセス数が年々増加している。

・24時間予約を受付けられる。

・ホームページを見ながら問い合わせがあるが、説明がしやすい。

・県外、特に関西、九州等の遠方からもお客様が来るようになった。

受発注における

インターネット

活用状況

インターネット活用

についての意見

・自社ホームページで予約の受け付けを行っている。

・旅行代理店と契約している。

・宿泊予約サイトに加入している。

・ネットに加入してアクセス数を増やすことが大切、現在アクセス数の

増加に力を入れている。

・バーナー広告をつけて、自社のホームページへ飛ばすようにするのも有効で

ある。

行政等に対する要望 ・年配の方もインターネットを活用し宿の予約などができるように、インター

ネットの講習会を開催してほしい。
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Ⅶ 卸売・小売業　Ｇ社（Ｍ市）

企業概要 ○事業概要　・酒類卸売販売

○資 本 金　・1,000万円

○従業員数　・５名

ホームページ（HP）

の開設・運営状況

ホームページ（HP）

の開設効果

○開設時期　・平成15年

○作 成 者　・自社構築（知人の力を借りて立ち上げた）

○費　　用　・自社サイト立上・維持管理費用

○特　　色　・自社ホームページの部分は、自分で構築、管理している。

・大手の電子商取引市場でも自社登録しており、そちらは息子に

任せている。（こちらはフォーマットがあるため、管理は楽）

・ある程度、自社ＨＰと大手登録の自社ＨＰでの、商品の差別化

はしている。

・メールマガジンを発行し、リピーターの獲得に努めている。

・当初、ドメイン名を取得する際にはいろいろと考えて、工夫した。

○改 善 点　・更新に手間が係る点。ホームページもお金をかければ、より良

いものができるが、当社のレベルでは費用対効果の部分で難し

いため、自分で行っている。

・在庫管理の部分でやや難がある。

○更新頻度　・週に１～３回

・自社サイト、大手登録サイト共に、個人消費者向けの売上を伸ばせた。

・全国から注文があるため、効果は大きい。顧客の満足度を高められればリピ

ーターにもつながる。

・ホームページをみてから電話、ＦＡＸで注文してくる顧客も増えた。

・電子商取引を行っているので、セキュリティ対策もきちんと行っている。

・より効果があがるよう、ＳＥＯ対策も行っている。

受発注における

インターネット

活用状況

インターネット活用

についての意見

・営業・広告宣伝の一手段。

・注文は自社ＨＰ上でも行っているが、代金決済に関しては入金確認後の発送

としている。

・売上高でみると、従来からの取引先への納品がメインである。電子商取引で

の売上は、個人取引という部分もあり金額ベースでは、まだこれからだと思

う。販売の一手段と考えている。

行政等に対する要望 ・ホームページ・ウェブ構築に関わる助成策、または情報提供、セミナー開催

など。
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第４章　インターネットと電子商取引に関する現状と展望及び中小企業への提案

有限会社　ＡＳＫＡ
代表取締役　福島　正午

（（財）茨城県中小企業振興公社　テクノエキスパート派遣事業・ＩＴ派遣専門員）

１．はじめに

昨年寄稿させていただいてから早くも１年が経過した。その間のIT業界は比較的穏やかな動き

で、次への変化を伺いつつ充実期を過ごした様に思う。今年の統計結果を見ても、過去３年間の

推移は比較的緩やかで、全般的にインターネットは利用傾向、その中でも「～していない」とい

う回答の減少が目立ち、利用層の底辺拡大を特徴とするものの、個々の成果や利用方法について

は、ここ３年間の間にもバラつきや増減が見られ、各企業が方向性を模索している様子が伺える。

その中にあってHPなどを通じて自社技術や製品・商品のPRを行ったり、電子メールを日常的

に利用するなど定着した感がある事、それに伴ってセキュリティーに対する意識がやっと追従し、

何らかの対策を行っている企業の割合が大きく増加し、程なく９割を超えそうな事は非常に好ま

しい傾向である。

２．ホームページの行方

ホームページに関する項目に着眼すると、ホームページを持っている企業の割合が調査企業の

半数に届く伸びを見せ、持っていないと回答した企業の割合を一気に逆転している反面、新規取

引先の拡大、売り上げ増加への貢献、宣伝効果や企業イメージの向上など、期待していた成果が

見込めず失望感を感じている企業も多いようだ。

この結果が何を示しているかと言うと、とりあえず作ったホームページへの不満、ホームペー

ジの方向性に対する悩み、ホームページで何をしたら良いのかという戸惑いであり、これは実際

に我々が企業IT化支援業務を行っている中でも、新しくお付き合いの始まったお客様から良く聞

かれる声である。

では、企業がホームページを作る上で何を注意したら良いか。まずは「ホームページで何をし

たいのか」を見つめ直す事に尽きると思う。もちろん、そのホームページが会社紹介を兼ねてい

るのであれば、最低限、住所、連絡先、地図などの会社概要と、業務紹介位は必要であろう。重

要なのはその先である。

自分の会社がホームページを通じて一番行いたい事は何なのか。それは求人なのか、仕事の相

手を求めているのか、ものを売りたいのか、お客さんの声が聞きたいのか、それを見つめ直す事

から始まって頂きたい。これは、自社広告を出す時に、求人誌に出すのか、地元タウン誌に出す

のか、業界専門誌に出すのかを考えるのと同じ様なものだと思って頂いて良いと思う。

二つ以上の事柄、例えば、製品も売りたいし、人も募集したいし・・・という場合も多いと思

うが、それでもその中で一番は何かを決める事によって軸足のしっかりとしたホームページの構

成が出来てくる。時が経てば企業が変わるのも当たり前、今年の一番は来年の一番で無くても良
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い。ホームページはいつでも変更できるのであるから、深刻にならずに「今ホームページで一番

したい事」を考えていただきたい。会社の基幹業務は大企業の下請けとしての量産工場であって

も、ホームページでは技術を生かした受注生産や試作品を募集しても良いと思うし、店舗販売で

は主力になり得ない商品をインターネットに特化して販売したって良いと思う。

次にデザイン。このホームページを企業然としたいのか、それとも商品や製品のイメージ定着

を優先させるのか、ネットショップを前面に出し企業色を薄くするのか。ページ構成さえしっか

りしていれば、後はデザイナーとデザインの方向性を打ち合わせれば、きっと良いホームページ

が出来てくるだろう。良いホームページを作るには、企画とデザインのバランスが重要である。

良い制作業者を選ぶより、良いウェブプロデューザーを選ぶ事、これは広告を出す時に良い印刷

会社を選ぶより、良い広告代理店を選ぶ事が大事なのと通ずる部分でもある。

３．拡大している電子商取引

ネットによる販売の話が出た所で、電子商取引について触れておきたいと思う。今回の調査でも、

インターネットを通じた受発注に関しては全体に増加の傾向が現れ、各企業興味を持っている分野

であると言えるし、特定の取引先との受発注業務を既にパソコン（とネットワーク回線）を使って

行っている企業も多いはずである。又、茨城県のIT戦略会議における施策提言書案でも2004年度実

績36.6%の中小企業の受発注業務のネット活用を2010年度には70%に引きあげる目標を掲げてい

るし、行政の電子調達システムなど、今後電子商取引には外せないキーワードとなって来るだろう。

電子商取引はその形態によって大きくBtoB、BtoC、CtoCの３つに分けられる。Bはビジネス

で、企業、会社、お店などを表し、Cはコンシューマで消費者、一般個人などを表す。

BtoCは一番一般的な「物を売る」という行為。（サービスの提供も含めて）お店や会社が一般

消費者に何かを売る事を示す。BtoBは企業間の取引であり、工業分野などにおける下請け業務

の受発注や、商業分野における業販、卸売りなども含まれる。両方の形態とも図１、図２の様に

年々増加の一途を辿り、又、全体の商取引に占める電子商取引の割合も毎年高くなっている。

CtoCは、１０年程前までは雑誌やフリーマーケットなど限られた分野で行われていた個人売買

という形態であるが、昨今、ネットオークションなどの一般化によって爆発的に市場が膨らんで

いて、電子商取引の分野全体でもその存在が大きくなっている。

次章以降ではそれぞれの形態についての現状と展望について述べてみたいと思う。
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図１　BtoB-EC市場規模の推移※1
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図２　BtoC市場規模の推移※1
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４．混在化、そしてＣtoＣに対するＢtoＢの反撃

近年ヤフーオークションなどネットオークションの一般化が進み、個人間取引CtoCの流通総

額は7840億円※１に達している。これはBtoC-EC※２市場の約6分の1に相当する巨大な市場であ

り、商業、特に小売業に対しては脅威とも言える存在に成長したと言えるだろう。

ネットオークションでは、特に趣味性の高い品物に人気が集まっている。自動車および自動車

に関係する小物、雑誌、模型類、そして本、雑誌、CD、DVDなどや小物、アクセサリーに関す

る物など。それらを背景にして、小売店舗の内、中古車や書籍、服飾業界などが一般出品者に混

じってネットオークションに進出、「新品」や「在庫の豊富さ」など個人とは違う切り口での出

品を開始した。これはCtoCという新たな脅威に対するBtoCの一つの答えであり、CtoC とBtoC

の混在化でもあると言えよう。

次に、元々個人間オークションとしてはヤフーに比べて出遅れ感のあった楽天が、メーカーや

店舗の楽天市場への誘致を積極的に行った結果、一大ショッピングモールを実現。従来インター

ネットの単独店舗ではまとまった受注につながらなかったお店が、集約化される事により集客力

を得、又、類似店舗同士の競争による相乗効果と競争原理で魅力ある店舗の集合体を形成する。

そして、CtoCでは一大勢力として他を圧倒していたヤフーオークションも「オークションスト

ア」という概念を導入し、消費税対応や表示の仕方にも個人出品者と別の扱いをする事でBtoC

の取り込みの間口を広げようという動きが見られる。

更には、今まではアンテナショップなど少数の直販店舗でマーケットリサーチなどを行うに過

ぎなかったメーカーなどが、楽天などに相次いで出店し、全国規模での販売を始めた事は特筆す

べき点としてあげられよう。

そういう意味では、小売店舗は今までは近傍の限られた顧客のみを対象とすれば良かったのだ

が、「単に物を売る」というだけでは全国の小売店（同業他社）、ネットオークションへの個人出

品者、そしてメーカー直営通販サイトまでも相手にしなくてはいけないという局面に立たされて

いる。それに対抗する方法として、自店（自社）の商品、製品に自信がある場合は自身もインタ

ーネットに出店し全国区として参戦する選択肢もあると思うが、その他の手段としてネットや他

店で物を買って取り付けに困っている顧客のサポートとか、商品購入自体のアドバイスや商品に

対する提案までできる事が今後の強みとなって来るように思う。

いずれにしても、インターネットで物を売るにせよ、今まで通り地元密着型でサービス重視の

営業展開を行っていくにせよ、BtoCの分野では、今後いかにインターネットを活用するか、又

前述の様にどういうホームページを作ってアピールできるかが、これからの重要な鍵となってく

るであろう。

５．ＢtoＢの現状と展望

では、BtoBの分野は今後どの様に進んでいくだろう。

まず、今までは専用線やダイヤルアップによる直接接続と専用ソフトの組み合わせで行っていた

大手企業の受発注業務は、セキュリティーを保った状態でのインターネット回線の利用、そして、

インターネットエクスプローラを始めとしたブラウザでの利用と、より誰もが使いやすい方向に
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進化していくだろう。そして、その仕組みが一般化してくれば、より小規模なBtoBの受発注業

務の電子化へとつながる事が予想される。

今まで、取引量の問題などもありなかなか中小企業にまで浸透しなかった材料の電子発注など

については、共同受発注などを通じて大企業並のボリュームを実現しようという試みがなされて

いる。ただ、迅速性などの問題も残されているので、最終的には特定の材料についてのみの共同

受注となる可能性も高い。

逆に少量の材料調達や、特殊なものの調達に関しては、CtoCやBtoCの電子商取引の一般化が

追い風となって、そこから調達できる様になるものも多いはずである。特に文房具の分野などは、

アスクル（http://www.askul.co.jp/）やカウネット（http://www.kaunet.com/）により先鞭が

付けられ、その流通システムの効率化により翌日、場合によっては当日に品物が届くところまで

利便性がアップしているし、取り扱い商品もその後あらゆる備品やついには設備の部分までサー

ビスの範囲が拡大されつつあるのが現状である。又書籍の分野では一日の長があるアマゾン

（http://www.amazon.co.jp/）が、中古書籍からCD、DVD分野、更にはコンピュータやOA機

器などにも範囲を広げている他、セブンドリーム・ドットコム（http://www.7dream.com/）な

ど全国のセブンイレブン店舗を受け取りに使えるなど独自のサービスを展開している。

より直接的に企業同士が受発注を行う場としては、米国ではe-MP※３というものが早く

（1995年頃）から登場していた。しかし、当時の日本の中小企業のIT化レベルはまだまだ低く

なかなか定着しないのが現状だった。その間、米国ではCコマースという新たな考え方が生まれ

ている。Cコマースは、企業間の物やサービスの売買というe-MPの枠を超え、設計・生産・調

達・販売という企業の業務の流れに対して、複数の企業がインターネット上でコラボレーション

（共同作業）を行う事を特徴とする。

日本では、NCネットワーク（http://www.nc-net.or.jp/）などがその草分けであり、最初は

当時の日本事情より先を行きすぎていた感があったのだが、折しも製造業の外注先海外転換と日

本の技術空洞化が叫ばれる中、マスコミ報道の追い風も幸いし、又その後も地道な活動とニーズ

に応じた多機能化を進め、今や前述の材料調達や、e-MPからCコマースまで網羅した押しも押

されぬ製造業ポータルサイトとしての確固たる位置を築いている。

又、本書を編纂している財団法人茨城県中小企業振興公社でも早くからコラボレートいばらき

（http://www.collaborate-ibaraki.jp/）を運営し、ビジネス交流コーナーなどで企業間の商取引

の仲介役を担っている。他にも県内企業の情報も豊富であり、公社ならではの各支援機関や県と

の連携、セミナーの情報も掲載されているので一度利用してみると良いと思う。

６．悩み多き中小企業のＢtoＢ

確かに日本全体で見れば、2004年度 BtoB-EC市場は前年比33%増の102兆6990億円※１とつ

いに100兆円の大台を突破し、大きな流れは明らかに電子商取引に向かっているのであるが、こ

と中小企業においては、県の思惑とは裏腹に電子商取引が順風満帆に一気に拡大して行くとは言

い切れない（もちろん拡大していくのは間違い無いが）のが現状である。

では、中小企業にはなぜ電子商取引が浸透しないのか。それは、投資対効果の見えない分野、
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良く分からない「ITというもの」に対する投資への躊躇や、紙や手書き、勘に頼った内部処理と

の親和性の低さ、受注生産や少量販売など、中小企業が行っている業務内容に対して電子商取引

が必ずしもメリットを発揮しない点など、様々な原因が考えられる。

実は、中小企業の中でも早くから電子商取引を行っている企業は少なくないのだが、そのほと

んどは特定の大手メーカーからの要請により、コンピューターを経由した受注に限られている。

それらは、電子商取引を実施している企業が、その業種区分によってでは無く、取引相手である

大企業の関わる最終製品の分野が電気・電子機器や自動車関連であるケースが多い事からも明ら

かである。例えば、図３における「鉄鋼」の分野には、自動車部品の鋳物、鍛造業者、「非鉄金

属」には自動車部品、電子部品などのダイカスト業者が含まれているという具合である。

そして、その受注をそのまま自社の基幹業務のシステムに流し込める企業は、その電子受注を

十分活用しているとも言えるし、電子受注のメリットを享受し、自社にとってもプラスの効果を

上げているのだが、逆に、電子受注を行う為に、月一回パソコンを立ち上げ、受信したデータを

プリントアウトして、もしくは転記して工程管理にまわす、手書きの社内発注文書を書くなどし

ている企業にとっては、まさしく「やらされている感」だけが残る煩雑な仕事となってしまうの

である。

ともあれ、中小企業といえど、パソコンの普及や社内ネットワークの整備は着実に進んでいる。

又、官公庁の入札や発注業務も着実に電子化が進んでいる。そして、今まではダイヤルアップで

の直接接続が必要だったり、専用ソフトが必要だったりという足かせの為もあり、大規模発注先

にしか電子商取引を強制していなかった大企業も、セキュリティーに配慮したシステム構築によ

りインターネット回線化が進む事により、電子受発注の範囲を拡大する動きも見えている。既に

外堀は全周に渡って埋められた。内堀を埋められて「もう、やらなければならない時」が来て慌

てないよう、すぐに効果が出る部分からでも良いので徐々に準備を始められる事をお勧めする。

では、何から始めたら良いだろう。電子受注したものを今までの様に手書きせず、Excelなど

にコピーして工程管理をするだけでも良い。今まで材料の発注に電話を使っていたのを、Excel
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図３　BtoB業種別電子取引実施状況（上位５業種） 
中小公庫マンスリー2006年２月号より 
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で管理してFAXで送ったり、メールで送ったりする様にするだけでもかまわないと思う。

基幹業務の生産管理、在庫管理、販売管理の電子化をするにしても、いきなり自社ソフト開発

からやる必要も無い。最初は販売王や弥生販売など市販ソフトを使ってみるだけでも良いし、上

記の様にExcelなどで数字の管理を始めてみるだけでも良い。いきなり電子商取引を始めなくて

も、社内で使っている数字がパソコンに入っているだけで受け入れ準備は整ってくるし、それ自

身が後々便利になってくる実感は必ずある筈である。

７．今後を生き残る為に

今回は、中小企業にもいよいよITが浸透して来た事、パソコンの利用や電子メールの活用、ホ

ームページの開設は徐々に一般化しつつある事、その中でもホームページの活用・有効利用が大

事になってくる事をお伝えした。又、後半ではIT化の中では広義の意味での「電子商取引」が外

せないキーワードとなって来る事をお伝えした。

今後、電子商取引を有効に使う為には、基幹業務のソフトや、会計ソフトを始めとしたERP

※５との連携、更には電子決済やファームバンキング※６との連携が重要となって来る。そして、

その流れは大企業から中堅企業へ、そして中小企業、零細企業へとゆっくりではあるが、確実な

流れとなってやって来るだろう。

もちろん、やみくもに先走る必要は無いが、前述の様に徐々にでもパソコンと親しみ、会社の

中のIT化、電算化を図っていく事はとても大事な事だとお伝えし、今年の寄稿の結びとしたい。

※ １：経済産業省、ECOM、NTTデータ研究所による平成16年度電子商取引に関する実態・市場規模調査より

※ ２：EC：ｅコマース、電子商取引。本来の語源であるｅコマースという単語自体は最近余り聞かなくなってしま

った。

※ ３：e-MP：ｅマーケットプレース。サイバースペース上で展開されるBtoB-ECのマッチング場所

※ ４：Cコマース：コラボレーションコマース。ｅマーケットプレースに続く次世代のBtoB-EC向けサービス

※ ５：ERP：統合基幹業務システム

※ ６：ファームバンキング：コンピュータと通信回線を使って、企業から銀行などの金融機関のサービスを利用する

こと。

50



第５章　アンケートにご回答頂いた企業の■
ホームページアドレス
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番号
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41

企　　　　業　　　　名
島 田 建 設 ㈱
大 窪 炉 材 ㈱
北 関 東 花 き ㈱
㈲ 結 城 高 周 波
㈱ 春 日 ホ テ ル
㈱ ユ ー ・ ド ム
㈱ 岩 瀬 屋 製 作 所
㈱ 八 丈 建 設
㈲ 鈴 木 工 業 所
㈱ 山 西 商 店
㈱ エ ー コ ー
新 和 企 業 ㈲
㈱ す ぎ の や
栗 田 ア ル ミ 工 業 ㈱
㈲ 土 浦 鈴 木 屋
㈲ バ ニ ン グ バ ニ ー
㈲ 靴 バ ッ ク 　 イ ト ー
日 東 電 気 ㈱
日 東 自 動 車 機 器 ㈱
㈱ 井 熊 總 本 家
3 森 嶋 酒 店
㈲ 明 光 産 業
㈲ 海 老 原 商 店
中 央 開 発 ㈱
勝 田 環 境 ㈱
和 興 自 動 車 ㈱
㈱エヌ･ケイ･ビープロダクツサービス業
常南グリーンシステム㈱
㈱ ハ ー ベ ス ト ジ ャ パ ン
百 里 開 発 ㈱
㈱ 三 和 精 機
富 士 製 罐 ㈱
㈱ 前 島 工 業 所
㈱ワールドエンジニアリング
㈱ 原 宿 シ カ ゴ
㈱ さ ん ぱ る
㈱ 丸 昌
㈲ 大 森 茶 寮
㈲ と び た
㈱ ラ ン カ ー ズ
㈲ 飯 野 屋

業　　種
建 設 業
卸売・小売業
卸売・小売業
製 造 業
飲食店・宿泊業
情報通信業
製 造 業
建 設 業
製 造 業
卸売・小売業
製 造 業
サービス業
飲食店・宿泊業
製 造 業
卸売・小売業
サービス業
卸売・小売業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
卸売・小売業
運 輸 業
卸売・小売業
飲食店・宿泊業
サービス業
サービス業
サービス業
建 設 業
製 造 業
建 設 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
卸売・小売業
卸売・小売業
製 造 業
飲食店・宿泊業
卸売・小売業
卸売・小売業
卸売・小売業

所　　　在
石 岡 市 国 府
日立市大久保町
東茨城郡美野里町部室
結城市新堤仲通り
ひたちなか市湊本町
水 戸 市 城 南
常陸太田市宮本町
常陸太田市岡田町
日立市諏訪町
東茨城郡小川町小川
久慈郡大子町矢田
北茨城市磯原町木皿
坂 東 市 岩 井
土浦市北神立町
土 浦 市 田 中
新治郡千代田町下土田
ひたちなか市表町
東茨城郡茨城町長岡
東茨城郡茨城町長岡
水 戸 市 南 町
水 戸 市 城 東
水戸市笠原町
龍ヶ崎市栄町
ひたちなか市勝田中央
ひたちなか市津田
水戸市千波町
日立市金沢町
石岡市鹿の子
東茨城郡美野里町西郷地
東茨城郡小川町下吉影
ひたちなか市武田
かすみがうら市戸崎
かすみがうら市西成井
取 手 市 取 手
稲 敷 市 西 代
土浦市荒川沖東
坂 東 市 生 子
那 珂 市 菅 谷
水戸市元山町
土 浦 市 小 松
龍ヶ崎市砂町

HPアドレス
http://homepage2.nifty.com/shimadai/
http://www.ookuborozai.co.jp/
http://www.kitakantou-f.co.jp/
http://www13.ocn.ne.jp/̃qit/
http://www.kasugahotel.co.jp/
http://www.udom.co.jp/
http://www18.ocn.ne.jp/̃iwaseya/
http://www.8jyou.com/
http://www.jsdi.or.jp/̃su_kogyo/
http://www.yamanishi-s.jp/
http://www.eiko.co.jp/
http://www.shinwa-kigyo.com/
http://www.suginoya.com/
http://www.kurita-al.co.jp/
http://www.suzukiya.co.jp/
http://www.shop-cs.com/
http://www.k-b-itoh.co.jp/
http://www.nittocorp.co.jp/
http://www.nittocorp.co.jp/
http://www7.ocn.ne.jp/̃ikuma/
http://www.umaisake.co.jp/
http://homepage3.nifty.com/meikousangyo/
http://www.dragonmall.jp/kikyo/
http://www.isami-katsuta.com/suncity
http://www.katsukan.com/
http://www.wako21.jp/
http://www.nkbpro.net/
http://www.dacho.co.jp/
http://www.h-j.co.jp/
http://www12.ocn.ne.jp/̃hyakuri/
http://www.sanwaseiki-die.co.jp/
http://www6.ocn.ne.jp/̃fujisei/
http://www.maejima-ic.co.jp/
http://www.world-eng.jp/
http://www.chicago.co.jp/
http://www.ibarakiken.or.jp/scsunpal/
http://www5.ocn.ne.jp/̃marusyou/
http://www2u.biglobe.ne.jp/̃cman/
http://www.tobita.co.jp/
http://www5b.biglobe.ne.jp/̃LUNKERS/
http://www.iinoya.com/
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番号
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56
57
58
59
60
61
62
63
64
65
66
67
68
69
70
71
72
73
74
75
76
77
78
79
80
81
82
83
84
85

企　　　　業　　　　名
ヘラ・スパイス・ジャパン㈱
土 浦 農 芸 ㈱
㈲ 門 井 商 会
㈱ ア ト ッ ク
㈱ オ カ ノ
日 本 シ ー マ ㈱
㈱ ア ミ 企 画 設 計
㈱ タ ー ト ル 工 業
㈱ 山 水
第 一 造 園 土 木 ㈱
古 河 セ ン ト ラ ル ホ テ ル
㈱ コ ー エ ー
環 境 ウ ィ ザ ー ド ㈱
マ ル イ ア ド バ ン ス ㈱
水 海 道 産 業 ㈱
㈱ 東 晃
㈱広沢製作所　筑波工場
㈱ オ ー ヤ マ
㈲ 荒 友 製 作 所
アジアエンジニアリング㈱
㈱ 日 伸 合 成
㈱ 久 月 総 本 舗
㈱ 橘 光 学 機 械 製 作 所
㈱ ゲ ッ ト
㈱日立カーエンジニアリング
㈱ 沼 尻
茨 城 三 和 化 工 ㈱
㈱ 河 村 製 作 所
㈲ 運 平 堂 本 店
㈲ 筑 波 山 江 戸 屋
五 浦 観 光 ホ テ ル
ホリイフードサービス㈱
㈱笠間ソフトメン橋本屋
小 河 原 セ メ ン ト 工 業 ㈱
㈱ ク リ ス タ ル プ ラ ザ
㈱ カ ツ タ
大 子 製 菓 協 業 組 合
エ ム ・ ジ ェ イ ・ エ ム ㈱
㈱ ヨ コ ハ マ
㈱ タ イ シ ョ ー
筑 波 工 業 ㈱
㈱ 日 昌 製 作 所
㈱ ホ テ ル グ ラ ン ド 東 雲
㈱ 田 口 工 務 店

業　　種
卸売・小売業
卸売・小売業
卸売・小売業
製 造 業
卸売・小売業
製 造 業
サービス業
製 造 業
サービス業
建 設 業
飲食店・宿泊業
そ の 他
サービス業
製 造 業
運 輸 業
製 造 業
製 造 業
卸売・小売業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
建 設 業
製 造 業
サービス業
製 造 業
製 造 業
卸売・小売業
飲食店・宿泊業
飲食店・宿泊業
飲食店・宿泊業
製 造 業
製 造 業
サービス業
そ の 他
製 造 業
製 造 業
建 設 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
飲食店・宿泊業
建 設 業

所　　　在
守谷市松ヶ丘
土 浦 市 飯 田
牛 久 市 南
常総市水海道渕頭町
つくば市作谷
猿島郡五霞町元栗橋
土浦市富士崎
土浦市木田余東台
古河市中央町
土浦市大岩田
古 河 市 東
取手市清水甲
水戸市笠原町
日立市森山町
常総市中妻町
結城市新堤仲通り
つくば市寺具
つくば市北条
水戸市上水戸
筑西市藤ヶ谷
筑 西 市 成 田
土浦市東真鍋町
猿島郡境町長井戸
つくば市花畑
ひたちなか市高場
ひたちなか市八幡町
石 岡 市 柏 原
日立市大みか町
日立市大みか町
つくば市筑波
北茨城市大津町
水 戸 市 中 央
笠 間 市 石 井
東茨城郡茨城町小鶴
ひたちなか市勝田中央
ひたちなか市高野
久慈郡大子町池田
西茨城郡岩間町安居
水戸市元石川町
水戸市元吉田
稲 敷 市 中 山
日立市滑川町
つくば市小野崎
筑西市稲野辺

HPアドレス
http://www.helajapan.com/
http://www.inter-rose.com/nougei/
http://www.harusansankan.jp/
http://www.atock.com/
http://www.okanoweb.co.jp/
http://www.n-cima.co.jp/
http://www2.biglobe.ne.jp/̃ami/
http://www.turtle-ind.co.jp/
http://www.hotelsansui.co.jp/
http://www1.biz.biglobe.ne.jp/̃dai1zoen/
http://www.koganet.ne.jp/̃central/
http://www.coe24.com/
http://www.k-wizard.co.jp/
http://www.marui-ad.co.jp/
http://www.mitsukaido.net/
http://www.toukouss.co.jp/
http://www.hirosawa.co.jp/
http://www.k-ooyama.com/
http://business2.plala.or.jp/aratomo/
http://www.intio.or.jp/asia/
http://www.nisshin-gosei.co.jp/
http://www.kyugetsu.jp/
http://www3.ocn.ne.jp/̃tacon/
http://www.getinc.co.jp/
http://www.hitachi.co.jp/hceco/
http://www.midorino.org/
http://www.sanwa-chemi.co.jp/
http://www.kawamura-ss.com/
http://www.unpeido.co.jp/
http://www.tsukubasan.co.jp/
http://www.izura.net/
http://www.horiifood.co.jp/
http://www4.ocn.ne.jp/̃menmen/
http://www.ogawara-c-i.co.jp/
http://www.crystal-plaza.co.jp/
http://www.eco-katsuta.com/
http://www.maroudo.net/
http://www.mjm-inc.co.jp/
http://www.e-mito.jp/yokohama/
http://www.taisho1.co.jp/
http://www.tsukubakougyo.co.jp/
http://www.nisshoss.co.jp/
http://www.hg-shinonome.co.jp/
http://www14.plala.or.jp/tagukou/
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番号
86
87
88
89
90
91
92
93
94
95
96
97
98
99
100
101
102
103
104
105
106
107
108
109
110
111
112
113
114
115
116

117

118
119
120
121
122
123
124
125
126
127
128

企　　　　業　　　　名
㈲ 田 口 材 木 店
㈲ 長 栄
㈱ 菊 池 製 作 所
㈱若しば企画サービス　結城店
常 陸 土 地 建 物 ㈱
㈲ フ ァ ー マ テ ィ カ
㈱ ク ジ ラ イ
㈲ 金 子 屋 呉 服 店
㈱ 菊 池 精 器 製 作 所
㈲ ユ ミ ノ 金 属 工 業
コ ロ ナ 電 気 ㈱
㈲ 間 宮 プ レ ス
㈱ほこた　日立ホテルクレイン
あ さ 川 製 菓 ㈱
茨 水 建 設 ㈱
常 陸 大 理 石 ㈱
三 共 ユ ナ イ ト 工 業 ㈱
㈱ 蔵 持
㈱ マ カ ベ ア ル ミ
㈱ テ ッ ク イ ト ウ
東 興 化 成 ㈱
㈱ 三 友 製 作 所
㈱関東エルエンジニアリング
㈱ 大 貫 工 業 所
㈱ ア ー ル デ ッ ク
㈱ 市 毛 建 設
㈲ リカーショップキナセ
山 野 井 商 事 ㈱
㈱ 安 秀 工 業
サ ン エ ツ 工 業 ㈱
㈱ 田 中 工 務 店

㈲ ビ ッ ク フ ィ ー ル ド

㈲ ア ル フ ォ ニ ッ ク 電 子
㈱ 網 元
水 戸 プ ラ ザ ホ テ ル
と し ま や 月 浜 の 湯
㈱ セ イ ワ 食 品
茨 城 協 同 観 光 ㈱
平 沼 産 業 ㈱
㈲ 兼 商 自 動 車 販 売
新 興 木 材 ㈱
㈱ ワ イ ･ エ ス ･ ケ ー
日 立 ポ ー ト サ ー ビ ス ㈱

業　　種
建 設 業
サービス業
製 造 業
サービス業
建 設 業
そ の 他
卸売・小売業
卸売・小売業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
サービス業
製 造 業
建 設 業
建 設 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
建 設 業
製 造 業
卸売・小売業
建 設 業
卸売・小売業
卸売・小売業
製 造 業
製 造 業
建 設 業

そ の 他

製 造 業
飲食店・宿泊業
飲食店・宿泊業
サービス業
製 造 業
飲食店・宿泊業
製 造 業
卸売・小売業
卸売・小売業
卸売・小売業
そ の 他

所　　　在
古 河 市 本 町
古 河 市 旭 町
下 妻 市 長 塚
結城市小田林
石 岡 市 石 岡
結城郡八千代町高崎
下妻市下妻乙
下妻市下妻丁
ひたちなか市高場
ひたちなか市松戸町
ひたちなか市東石川
日立市久慈町
日立市大みか町
水戸市元石川町富士山
水戸市笠原町
常陸太田市磯部町
東茨城郡美野里町中野谷
結 城 市 若 宮
筑 西 市 小 栗
稲 敷 市 町 田
坂 東 市 沓 掛
常陸太田市馬場町
龍ヶ崎市馴柴町
日立市森山町
つくば市二の宮
水戸市千波町
水戸市千波町
取 手 市 取 手
筑 西 市 蒔 田
西茨城郡岩間町市野谷
筑 西 市 玉 戸

牛 久 市 中 央

東茨城郡美野里町羽鳥
日立市鹿島町
水戸市千波町
北茨城市居曽原町磯原
筑 西 市 舟 生
久慈郡大子町池田
水戸市元吉田町
鹿島市宮津台
日立市金沢町
水 戸 市 見 川
日立市みなと町

HPアドレス
http://www.zoukaichiku.co.jp/
http://www.koga-sunshine.com/
http://www2t.biglobe.ne.jp/̃kikuchi/
http://www.wakashiba.co.jp/
http://www.tateuriya.com/
http://www.h3.dion.ne.jp/̃take0/
http://www.hamonokougu.com/
http://homepage2.nifty.com/kanekoya/
http://www.kikuchiseiki.co.jp/
http://www.yumikin.jp/
http://www.corona-el.co.jp/
http://www.mamiyapress.co.jp/
http://www.hitachi-hotel.co.jp/
http://www.kashi.co.jp/
http://www.ibasui.jp/
http://www.stone.co.jp/
http://www.sui.co.jp/
http://www.kk-kuramochi.co.jp/
http://www.makabeal.com/
http://www.bokuden.or.jp/̃techitoh/
http://www5f.biglobe.ne.jp/̃toukou/
http://www.sunyou-ss.co.jp/
http://www.klec.co.jp/
http://www.ohnuki.co.jp/
http://www.rdec.co.jp/
http://www.ichige.org/
http://www2u.biglobe.ne.jp/̃jizake/
http://www.yamanoishoji.com/
http://www.ansyu.co.jp/
http://www.sanetsu-kogyo.com/
http://www.tanakakoumuten.co.jp/
http://www.rb-brand.com/
http://www.bigfield.net/
http://www.allophonic.co.jp/
http://www.ami-moto.com/
http://www.mito-plaza.co.jp/
http://www.tukihama.co.jp/
http://www.seiwafood.com/
http://www.hotelokukuji.co.jp/
http://www.hiranuma.com/
http://www.kanesyo-car.com/
http://www.shinko-mokuzai.co.jp/
http://www6.ocn.ne.jp/̃go-ysk/
http://www.hitachi-port.co.jp/
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番号
129
130
131
132
133
134
135
136
137
138
139
140
141
142
143
144
145
146
147
148
149
150
151
152
153
154
155
156
157
158
159
160
161
162
163
164

企　　　　業　　　　名
㈱ イ イ ダ 微 研
㈱ 協 立 製 作 所
㈲ 結 城 家
7 茨 城 県 交 通 安 全 協 会
サ ン テ ッ ク ㈲
イ イ ダ 電 子 ㈱
㈱ ネ ク ス ト
㈱ ミ ノ リ テ ッ ク
㈱ 亀 屋 工 業 所
㈱ 三 和 鋳 工 場
木 幡 工 業 ㈱
㈱ ア イ テ ッ ク ジ ャ パ ン
㈲ 日 電 舎
は ぎ 屋 旅 館
㈱ テ ィ ー ･ エ ム ･ ピ ー
㈱日立ハイテクマニファクチャ＆サービス
潮 来 富 士 屋 ホ テ ル
昭 和 興 業 ㈱
㈲ 星 光
ホ テ ル い づ み 屋
㈱茨交ホテルズ「袋田温泉思い出浪漫館」
㈱ 柳 川 採 種 研 究 会
㈱ コ ス モ ･ メ デ ィ カ ル
㈱ 丸 三 老 舗
㈱ 東 立 製 作 所
水 戸 工 機 ㈱
㈲ 梅 木 商 会
㈱ コ ー ヨ ー テ ク ノ
㈱共和プリサイスマニファクチャリン
㈱産業ガステクノサービス　ひたちなか営業所　ガス物流･エコ部
岸 倉 興 業 ㈱
㈱ 大 友 製 作 所
茨 城 倉 庫 ㈱
ビジネスホテル　かもした
㈱美野里ティーケイアール
㈱ サ イ テ ッ ク

業　　種
そ の 他
製 造 業
飲食店・宿泊業
そ の 他
卸売・小売業
製 造 業
卸売・小売業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
情報通信業
製 造 業
飲食店・宿泊業
製 造 業
製 造 業
サービス業
製 造 業
卸売・小売業
飲食店・宿泊業
飲食店・宿泊業
卸売・小売業
卸売・小売業
製 造 業
製 造 業
製 造 業
サービス業
製 造 業
製 造 業
運 輸 業
製 造 業
製 造 業
運 輸 業
サービス業
製 造 業
製 造 業

所　　　在
西茨城郡岩間町泉市野谷入会地
筑 西 市 三 郷
結城郡八千代町若
水戸市東野町
龍ヶ崎市松葉
ひたちなか市外野
常陸大宮市泉
東茨城郡美野里町堅倉
日立市神峰町
東茨城郡茨城町上石崎
日立市石名坂町
土浦市神立中央
日立市諏訪町
日立市水木町
日立市大和田町
ひたちなか市市毛
潮 来 市 潮 来
北茨城市中郷町石岡極楽寺
取 手 市 取 手
水戸市常磐町
久慈郡大子町袋田
東茨城郡美野里町羽鳥
水戸市笠原町
鹿 嶋 市 宮 中
東茨城郡茨城町若宮
水戸市大塚町
守 谷 市 本 町
北茨城市磯原町磯原
日立市大沼町
ひたちなか市市毛
ひたちなか市阿字ヶ浦
高 萩 市 島 名
水戸市木葉下町富士山
水戸市三の丸
東茨城郡美野里町堅倉
守 谷 市 立 沢

HPアドレス
http://iida-biken.co.jp/
http://kyoritsu-ss.co.jp/
http://www.yukiya-group.com/
http://www.ibaankyo.or.jp/
http://www.santechc.co.jp/
http://www.iidadenshi.co.jp/
http://www.k-next.com/
http://homepage2.nifty.com/minoritec/
http://www.j-kame.co.jp/
http://www.nm-kumiai.or.jp/info-a10.htm
http://www.kohata.ftw.jp/
http://www.itecjapan.ne.jp/
http://www.nichidensha.co.jp/
http://www.mito.ne.jp/̃kajimeyu/
http://www.tmp-jp.com/
http://www.hitachi-hitec-hms.com/
http://www.fujiya-hotel.co.jp/
http://www.syouwa-kou.co.jp/
http://www.seiko-stone.co.jp/
http://www1.odn.ne.jp/hotel-izumiya/
http://www.foh.co.jp/
http://www.yanaken.com/
http://cosmo-medical.fte.jp/
http://www.marusanroho.co.jp/
http://www.tohritsu-ss.co.jp/
http://www.mitotool.com/
http://www.umekishokai.com/
http://www.koyo-techno.co.jp/
http://www.kyouwagroup.co.jp/
http://www.sanso.hitachi.co.jp/
http://www.nm-kumiai.or.jp/info-a8.htm
http://www.jsdi.or.jp/̃otomo/
http://www.ibasou.com/
http://www.kamoshita.net/
http://www.tkr.co.jp/
http://www.saitec-mount.com/




